




























































製造業 1164 社を対象とし、1995 年 2 月 20 日に発送し、3 月 15 日までに回収した。最終的な有効回答
































































































































































































































企業の CSR: 現状と課題 - 自己評価レポート 2003』、北居・出口（1995）に監修されてい





本調査は、2003 年 7 月下旬から 10 月末日にかけて、経済同友会会員所属企業 877 社を









6  調査対象は、東証・大証一部上場企業および資本金 10 億円以上の非上場企業の計 1641 社。調査方法
は郵送によるアンケート方式により、回答企業は 402 社（回収率 24.5％）
7  調査対象は、全国取引所上場企業およびマザーズ、ヘラクレス、ジャスダック登録企業 3618 社、外
























規模での平均値は、「300 人未満」（1.31）、「300 人以上 5000 人未満」（1.30）、「5000 人以
上」（1.49）であった。B-2「従業員へのコミュニケーション」については、「取り組んで
いる」（52.0%）、「取り組んでおり、信念が十分伝わっていると考えている」（46.7%）、企
業規模での平均値では、「300 人未満」（1.38）、「300 人以上 5000 人未満」（1.37）、「5000
人以上」（1.71）であった。B-3「従業員からのコミュニケーション」については、「取り
組んでいる」（52.0%）、「取り組んでおり、現場の声や実情を十分把握していると考えてい








している」（37.6%）、企業規模出の平均値では、「300 人未満」（0.75）、「300 人以上 5000
人未満」（1.20）、「5000 人以上」（1.49）であった。C-2「行動規範の周知徹底」について
は、「取り組んでいる」（51.1%）、「取り組んでおり、十分な成果をあげていると考えてい
る」（30.6%）、企業規模出の平均値では、「300 人未満」（0.92）、「300 人以上 5000 人未満」
（1.11）、「5000 人以上」（1.47）であった。この結果から、企業行動規範を策定している企






































社長の年頭のあいさつや、経営方針の発表会 57.8 63.6 64.8 61.4
新人社員・研修で、新人社員に植え付ける 61.5 75.4 77.8 70.2
社長自ら、末端の現場で指導することがある 8.1 9.1 18.5 10.0
重要な意思決定が、理念や社是をもとに行われる 18.0 17.7 20.4 18.2
理念や社是にまつわるエピソードが、社内のあちこ
ちで語り継がれている
6.2 8.6 14.8 8.5
課長研修などのように、ミドルに理念や社是を刻み
込む制度がある
11.2 28.9 27.8 21.6
経営理念や社是に忠実な人が高く評価されている 7.5 2.7 1.9 4.5
日常的な業務にまで経営理念や社是が反映されている 17.4 23.0 29.6 21.6
理念や社是を伝えるパンフレットがある 42.9 50.3 53.7 47.8
CI が導入された 18.0 26.2 22.2 22.4
その他 9.9 8.6 14.8 10.0
 （出所 : 北居・出口、1997、p. 78） 
（備考） 
本調査における企業区分は、「中堅企業」: 従業員 2000 人未満、「大企業」: 従業員 2000 人以上 10000 人未
満、「超大企業」: 従業員 10000 人以上を指す。
4. 社会経済生産性本部　「社是・社訓に関する調査」
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